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市町及び関係部局意見照会 

- 意見対応 - 

 

３－１ 三重県の都市づくりの方針 

→都市づくりの方針①（P100） 

→都市づくりの方針②（P103） 

 

【意見：地域連携・交通総務課】 

○p100「 徒歩や自転車による移動、デマンド交通、IoT「・AI」を「 徒歩や自転車による移動、デ

マンド交通、公共ライドシェア、IoT・AI～」に修正いただきたい。 

○P103 観光地までのアクセスの弱点となりやすい二次交通の充実を進めます。具体的には、

公共交通、タクシー、レンタカー、シェアサイクル、デマンド交通等を組み合わせつつ」を

 観光地まで円滑にアクセスできるよう二次交通の充実を進めます。具体的には、タクシー、

デマンド交通、公共ライドシェア、レンタカー、シェアサイクル等を組み合わせつつ～」に

修正いただきたい。 

 

【対応】 

○第２回小委員会でもライドシェアについてご意見をいただきましたが、地域連携・交通総務

課からの同様の意見を受けて反映しました。このほか、関連箇所では公共ライドシェアやシ

ェアサイクル等を追加しています。 

 

基本方針案P100 

 
 

  

資料３ 
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基本方針案P103 

 
…（略）… 
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３－３ 都市計画区域マスタープランの改定にあたっての方針 

→（２）都市計画区域に関する方針 

２）都市計画区域の指定等の見直し方針（P113） 

 

【意見：鈴鹿市】 

○市街化区域の拡大を求める開発圧力に対して、人口フレームが無いという理由で断念させる

ことがある。しかし、過去に可能であった住居系地区計画が、現在は不可という説明は、あ

る意味、現在の開発事業者にとっては不利益処分になりかねないので、人口フレーム方式の

詳細説明と、実際の人口フレームの数値を明示することはできないか。 

○災害リスクのある土地からの人口誘導を図る場合や、逆線を検討する場合など、フレーム方

式に縛られない市街化編入の方法について明記していただきたい。 

 

３－３ 都市計画区域マスタープランの改定にあたっての方針 

→（３）都市計画区域マスタープランの個別項目の考え方 

２）区域区分の決定の有無及び区域区分を定める際の方針 

③市街化区域の規模の考え方（P116,117） 

 

【意見：桑名市】 

○P116、「 定定した土地利用検討区域内の住宅や公共施定等は、既存市街地内への移転を原則と

しますが、収容が難しい場合については、人口フレーム方式以外での市街化区域編入手法に

ついて検討します。」とあるが、土地利用検討区域の定定と市街化区域編入について、政策的

判断等により両地区の関連を明確にできない場合等もあるため、緩和をお願いしたい。 

※土地利用検討区域の定定を、市街化区域編入前に限定しない。市街化区域編入手法の検討エ

リアを、土地利用検討区域に限定せず、災害ハザードエリア全体を対象とする。等 

 

【対応】 

○具体的な人口フレームは、次年度から予定する区域マスの改定で検討するため、その中で関

係市町と協議させていただきます。 

○なお、市街化区域の定定は、都市計画運用指針でフレーム方式を基本とすることとなってい

ますので、三重県としてもこれまでと同様にフレーム方式で検討します。ただし、三重県で

は津波の被害可能性を鑑み、 三重県地震・津波被害の低減に向けた都市計画指針」を策定し

ています。指針において、災害リスクの高いエリアでは 土地利用検討区域」を定定し、当

該区域の機能（住居系・公共系）を既成市街地に集約できない場合については、市街地を移

転するシナリオを提示しています。これは、フレーム方式とは別枠で検討することとしてい

ます。 

○それ以外の手法として、安易に市街化区域編入に関する要件の緩和に言及することは、郊外

への市街地の拡散や既成市街地の低密度化を招くおそれがあるため、基本的な考え方はその

ままとします。 
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基本方針案P117 

 
…（略）… 
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３－３ 都市計画区域マスタープランの改定にあたっての方針 

→（３）都市計画区域マスタープランの個別項目の考え方 

３）主要な都市計画の決定の方針（都市計画区域マスタープラン 第３章） 

①土地利用に関する方針 

Ⅰ．区域別の土地利用の基本的な考え方 

ｃ．非線引き都市計画区域（P119） 

 

【意見：四日市市】 

○P27で、非線引き都市計画区域の人口密度の推移において、低密度な市街地の増加が明らかと

なっているため、三重県として、コンパクト・プラス・ネットワークの考えのもと、どのよ

うに都市計画をするのか、より具体的に示す必要があると考える。（人口フレームと同等程度

の考えを示すべきではないか。） 

 

【対応】 

○第２回小委員会にて 非線引き都市では用途地域の面積が大きく増加している。コンパクト・

プラス・ネットワークの都市づくりを進めるうえで低密度な市街地が拡大することが支障と

なっていないか。」とのご指摘をいただきました。同様のご指摘であり、非線引き都市計画区

域でも、用途地域の拡大については人口や産業、都市基盤整備の見通し等を考慮し、コンパ

クト・プラス・ネットワークの都市づくりに支障がない範囲で検討することを明記しました。 

○ただし、非線引き都市計画区域においては、ご意見にあるフレーム方式に準じた形（用途地

域の規模の管理）では既成市街地の低密度化の防止策とはならず、それ以上に白地地域の土

地利用規制が重要と考えています。この対応として、現行の基本方針でも記載していた特定

用途制限地域の活用に加え、立地適正化計画の運用、特に居住調整地域の指定についても追

加しています。 
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基本方針案P119 

 
…（略）… 
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３－３ 都市計画区域マスタープランの改定にあたっての方針 

→（３）都市計画区域マスタープランの個別項目の考え方 

３）主要な都市計画の決定の方針（都市計画区域マスタープラン 第３章） 

①土地利用に関する方針 

Ⅱ．大規模自然災害のリスクのある区域の土地利用の考え方 

ｃ．非線引き都市計画区域（P120,121） 

 

【意見：四日市市】 

○事前復興まちづくりについては、防災部局または都市部局のどちらで検討し策定するか決定

していない市町が多いと思われるので、「 将来都市構造を踏まえた土地利用の方針等の都市づ

くりを検討しておく」を 将来都市構造を踏まえた土地利用の方針等の都市づくりを防災部

局と連携しながら検討しておく…」とされたい。 

 

【対応】 

○ご指摘を踏まえ修正しました。なお、事前復興まちづくりに関しては、防災部局のみならず、

庁内の関係部局が連携し、平時から横断的に検討しておくことが望ましいとしました。 

 

基本方針案P121 

 
…（略）… 

 
 


